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1．はじめに
　フランスの人権宣言の第16条に「権利の保障が確保されておらず，権力分
立が確立されていないすべての社会は㌔，憲法をもたないものである司と唱な
えられているように，権力分立制は近代民主国家におけるもっとも重要な憲法の
基本原理の一つであることを明確に示している。即ち国家の自由と民主を保
ち独裁と専制を防ぐため，国家権力を異なった機関に分属させ，権力の乱用
を未然に防止するには権力分立制が必要である。近代国家はこの原理によ
り国家の権力を立法・行政・司法に分けるのが多いので，これを「三権分立」
とも呼ばれている。
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　国家の権力を一人の個人、または一っの集団の手に集中されると，権力の
過大と人間の私欲に惑わされ，独裁，専制の結果になりがち，国民の自由も
侵害される恐れがある。このような問題を未然に防止するため，国家権力を
立法・行政・司法の三つに区分し，三っの異なった機関に与えて，三権力の
相互抑制と均衡を保つ原理（Check　and　balance　system）これが近代立憲
国家が採り入れている権力分立制の理由，並びにこの制度の仕組である。
　中華民国の建国の父である孫文は専制，腐敗の満清政府を倒し，民主共和
国を建設するため，三民主義と五権憲法の政治思想を唱え，その中に欧米の
権力分立論をその重要な一環にしていたのである（ぎしかしながら孫文はロッ
クやモンテスキューの権力分立思想に基づいた諸国の三権分立は国権を三つ
に分ち，それぞれに異なった機関に分属させることは，権力集中による独裁
を避けたが，官吏の資格審査と任用の権限，並びに政府，官吏を監督する機
関が行政府と立法府にそれぞれ兼務させていることを批判し，そのような仕
組では公平，且つ合理的な人事制度が期待しがたいと共に，立法府の専制を
防ぐことも困難であるからと述べ，これらの弊害を無くすためには，官吏公
務員を選抜する権限，と政府，公務員を監督する権限をそれぞれ行政府，立法府
から切り離し，立法，行政，司法が，独立，並行の地位を与えなければならないと
力説していたのである。これがいわゆる五権憲法又は五権分立の学説である。
　ところで五権分立の源流はやはり，欧米の三権分立より演変，発展したも
のであるので，本論文は先ず権力分立の源流とその発展を考察した後，順次
に孫文が主張した五権分立論の理論根接を探討，究明し，更らに現在台湾に
おいて具体化された五権分立制の現況を考察し，その得失を検討して見たい。
（1）孫文　号中山，字逸仙　1866年～1925年　中国広東人，1905年，東京で中国革
　　　　命同盟会を起し，三民主義，五権憲法を唱え，清朝の滅亡後は臨時大総
　　　　統となり，また中国国民党をおこし，中国の民主化に努めた。近代中国
　　　　の父である。
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2．権力分立思想の源流
　権力分立の思想を歴史的に究めると，紀元前のギリシャまで遡ることが出来る。ギ
リシャのアリストテレス（Aristoteles．384～322B．C．）は国家の権力を議事，管
理と司法等3つに分つことを考えたが，しかし当時は権力の抑制と均衝につ
いてはふれていない。近代的な権力分立思想を唱えられたのはイギリスのジ
ョン・ロック（Jhon　Lock1632～1704）とフランスのモンテスキュー（Mon－
tesquieu　Charles1689～1755）であるQ
　ロックは統治二論において，自然状態では人民の生命，自由，財産等の自
然権の保全が確実でないので，それらの保全を確実にするために，国家を結
成すると共に立法権と執行権等が成立する，立法権は生命，自由と財産を保
全する法律を制定する権力であり，執行権とはこの法律を執行する権力であ
る。若しも法をつくる権力を握っている人物が，同時に法を執行する人間で
あるならばとかく権力を握りたがる人間の弱さにとってきわめて大きな誘惑であ
る。彼らは自分が作った法を服従せず，又法をつくる時も，執行する時も自
分の利益に合うようにし，共同社会のほかの人々とは別個の社会と統治の目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　的に反するような利害をもつようになる。このような意味でロックは立法と
執行の分離を唱えたのである。当然ロックが主張した立法・執行分立の中の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行には，司法と執行が含くまれていると一般に理解されている。要するに
ロックは国権の二権分立により，国民の生命，自由，財産を保障しようと考
えたのである。法治主義の観点から見た場合，国家の統治作用は法律を作る
作用と，法律を執行する作用二者であるから，ロックの立論は至極正しいと
　　　　く　ン思われる。
　モンテスキューの「権力分立論」はロックより50年遅れて表われ，彼は「
法の精神」（De　l，Esprit　Lois1748）において所論を展開し，彼はすべてを
個人の自由の保障を出発点とし，自由は権力の乱用が行われない場合にのみ
存在すると唱え，従って同じ人，又は執政官の一団の手に立法権と執行権が
合一された場合，自由は存在しない。理由は同じ君主又は同じ元老院が暴政
　　　　　　　　　　　　　　一26一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的な法をつくって暴政的に執行するおそれがあるためである。さらに裁判権と立法
または執行権と結びつくことも好ましくない。もし裁判権が立法権と合すれ
ば，市民の生命と自由に対する権力が恣意的になる　裁判官が立法者になる
ため，若し裁判権が執行権と結合されれば，裁判官は圧制者の力をもつこと
が出来るから，そこでモンテスキューはロッタと違って裁判権と執行権を
区分し，国家の権力を立法，執行，裁判の三権に分っ事を主張されたのであ
る14）
　孫文が起した革命も国民の自由・民主のための政治行動であり，従って基
本的には従来の権力分立論に賛成であるが，しかし彼が永年に観察，研究し
た結果，欧米各国が採用した三権分立には不完全な所がある事を発見し，そ
れで執行から考試を分離すると同時に，立法から監察を分離する五権分立の
理論を考案し，それを主張するに至ったのである。
（1）鵜飼　信成訳
　清宮　四郎
　水木惣太郎
（2〉水木惣太郎
（3）宮沢　俊樹訳
（4〉宮沢　俊樹訳
ロック著「市民政府論」岩波文庫　第147頁以下。
憲法1　（法律学全集3）第67頁。
基本的人権（憲法学研究1）第293頁以下。
前掲書　第294頁。
モンテスキュー「法の精神」第227頁。
前掲書　　　　　　　　　　第228頁。
　　　3．権力分立制の展開
　権力分立の思想的流れは前に述べて来た通りであるが，これが更らに制度
として具体的な形になったのは，18世紀末のアメリカとフランスである。ア
メリカでは1776年のニュー・ハンプシャーの憲法，並びにヴァージニアの権
利宣言と憲法が権利分立制を採り入れたが，1778年のフィラデルフィアの憲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法制定会議もこの制度を合衆国憲法案に採り入れていた。今日もアメリカ合衆国
憲法は最っともモンテスキューの考えを忠実に実現しているといわれている
ように，即ちその憲法は立法権を議会に，執行権を大統領に，司法権を裁判
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所にそれぞれ与えられ，三権は三つの機関に分属されているばかりでなく，し
かもお互いに干渉しないのである。言い換えれば，連邦議会は上院と下院に
よって成立しているもので，議院が構成する立法府と大統領が構成する行政
府とは互いに分離独立し，両者の間には相互に干渉することがない。従って
大統領は立法府を解散する権限をもたない。立法府も又政府の不信任案を議
　　　　　　　　　　　　　　決する権限をもたないのである。
　フランスでは1789年の人権宣言と1791年の憲法が，統治機構に権力分立制
を採用し，立法権は国民議会に，執行権は国王と大臣に，裁判は民選の裁判
　　　　　　　　　　　官にそれぞれ与えている。その後フランスは憲法が制定されたが，1799年と
1804年の憲法を除き，ほとんどモンテスキューの考えに近い権力分立制が採
り入れている。
　これらについで，1812年のスペイン，1814年のノルウェイと1830年のベル
ギーの憲法を始め，その他多くのヨーロッパ各国の憲法も殆んど権力分立制
を採用している。この動きはアジア各国にも波及し，明治憲法と中華民国憲
法にもその影響を及ぼしているのである。
　権力分立の原理はかように，当時世界各国の憲法に採り入れられたのであ
るが，しかしそれぞれの国が採用，しているものの内容は必らずしもすべて同一ではな
い。一部ではその内容を変えたり，又は正面から否定している国もある。例
えば近代議会政治の祖国と称えられているイギリスは内閣政治（Cabinet
System）を採用しているため，立法部と執行部の関係は極めて密切であり，
議会優位制がとられている。即ち近代国家成立期の権力分立論の意義よりも，民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くむ主的な政治力の統一的支配を妨げるために権力分立論が用いられている。
　さらに20世紀初頭におけるソビエット・ロシア・ファシスト．イタリーと
ナチス・ドイッ諸国の憲法は権力分立制を否定しようとしたが，後の二者は権
力集中である独裁制を施し，遂に破滅の結果を招いたが，ソビエット・ロシ
アは，1936年のスターリン憲法に，この権力集中の原則を変更し，，再び憲法
に権力分立制を採用するように変わったのである15）
　日本の明治憲法は，一応帝国議会，政府と裁判所という三権分立の形式を
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採っていたが，天皇主権の原理のもとに天皇が国の統治権を総撹するので，
当時の三権は翼賛機関の分立しかいえない。1946年の現行日本憲法は国民主
権の原理のもとに国政の三権を国会，内閣と裁判所等に分離，独立している。
（1）清宮
　　鵜飼
（2）清宮
（3）鵜飼
（4）鵜飼
（5）清宮
　　鵜飼
??????????????憲法1（法律学全集3）第69頁
憲法　　（岩波全書）第164頁
前掲書　　　　　第70頁
前掲書　　　　　　第165頁
前掲書　　　　　　第165頁
前掲書　　　　　　第70頁
前掲者　　　　　　第166頁
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　　4．孫文の権力分立論一五権分立
　孫文は清朝の末葉における中国国力の衰退と国政の専制，腐敗にかんがみ
清朝政権の打倒と中国政治の民主化を強くとなえ，その政治主張の三民主義
と五憲権法の中に五権分立の理論を極力に主張された。この憲法原理は革命成功
後建国の基本原理として採り入れられ，1946年には中華民国の憲法に明文化さ
れ，現在も国家機構の基本構造の根拠として，有効にその機能を果している
のである。孫文の三民主義の民権主義と五権憲法によると，五権分立は三権分
立を改良した原理であり，即ち国権を立法・行政・司法・考試・監察の五権
に分つ理想的な政治制度である。ところで孫文は何故三権分立の改良を主張
したか，どのような根拠にもとづいて五権分立を考案したか，又五権分立の
機造仕組はどのようになっているのか，次に順次考察，研究してみたい。
　（1）三権分立を改良しなければならない理由
　広東で戦を起して失敗した後，孫文は世界各国を奔走している間に，欧米
各国の政治制度と中国古来の伝統的政治制度を比較，研究し，将来建国の時
の手本にしようと考えたのである。しかし孫文は三権分立制にうなづく感銘
を受けた所もあるが，同時にその原理に幾つかの不備，欠点を発見したのである評
　一つは議会制度の重要構成メンバーである代議士は，金銭によって動かせ
る議員になり下っている現象を発見したのである。その状態下では国民は安心し
て国政を委ねられない。しかも代議士の素質が低く，時々学問才能がない者
も，群衆心理をうまく把握し，演説に巧みであれば当選するような奇怪な現
象が起ているのである12）また行政を掌る公務員の資格の審査，任用に独立し
た機関が存在していないばかりでなく，行政府，公務員を監督する独立し
た部門も欠けている。即ち行政府を監督し，その不当な行為を弾劾する権
限はことごとく立法府に委ねている。従って立法府の権限が過大化になり，
行政府を圧迫する状態になり，行政府が拘束されすぎて，その固有の行政機
　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ン能を充分発揮出来ない結果を招いている。　一方国家に独立した公務員の選
抜機関を欠け私人を任用したり，不正又は不公平な人事が防げられない。
　ことに官吏の選抜，任用の権限は行政府が兼務し，行政府が全国の官吏の
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人事を握ぎっていることは公平・公正の効果を期待する事が出来ない。これ
　も又三権分立制の重大な問題であると指適していた。
　　（2）．三権分立を改良するために，考試権と監察権の独立を考案
　三権分立制における官吏，公務員の資格審査，選抜，任用はことごとく行
政府にまかしているので，公平且つ合理的な人材登用の制度が望みがたい。
又，立法府の代議士は選挙手続によって選ばれるが，事前にその学識・経験
を審査することが出来ないので，当て外れの人物を選んでしまった場合は，
救済の方法がないのである。ところで中国は古くから人材を登用する科挙制度があり，
これは独立した考試機関であり，しかも公開競争の方式で行なうので，公平，合理
の効果が期待出来る。現在行政権の下に置かれている考試権は，行政府から
分離し，独立した考試機関として人事の職権を掌るべきである。
　孫文の研究によると清朝の御史，唐朝の諌議大夫はすべて独立した監督機
関であり，これは一般官吏を監視，弾劾する権限をもつばかりでなく，皇帝
も又その権限の及ぶところである伊1従って今日に権力立制を採るならば，弾
劾権即ち監察権を立法権から分離し，独立した権力を認め，独立した機関に
よって行なわなければならない。
　三権分立はこのような欠点があるので，孫文はそれを改良し，五権分立の
原理を考案し，これを実行するように主張されたのである。
　　（3）．考試権と監察権を採用する根拠とその仕組
　孫文は考試権は，欧米各国の中では英国が最も早く採用していた。しかし
これも中国古代伝統の考試の独立した制度から学んだものである。外国の学者も
この制度を高く評価している。孫文はさらに「将来中華民国憲法は必らず独r
立した機構を設けて考試権を掌どらなければならない。大小官吏は必らず考
試を経てその資格を認定する，官吏は選挙，委任を問わず，ことごとく考試
に合格したものでなければならない。このようにすれば乱選盲従を無くし，
！勝手に私人の任用の弊害をなくすことが出来る司
　即ち公開競争の考試方式，と独立した考試機関により，公務員，代議士の
資格を選衡するので，上に挙げた行政権が考試権を兼務する弊害をなくそう
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と考えていたのである。
　永い伝統をもつ監察権は古くから，このすぐれた監督の機能を発揮してい
た。過ちを犯していれば，官吏，皇帝を問わず容赦なく弾劾されるものであっ
た。三権分立制を採る欧米各国はこの監察権を立法権の中に置かれているの
で，立法権の権限過大と行政権が圧迫されている現象を招いている。この弊
害を無くし，且つ監察権の真の機能をいかすため，孫文は監察権を立法権か
ら取出し，一つの独立した機構を設けることを主張していたのである。
　このように三権分立の立法・行政・司法の三権、並びに立法・行政から分
離した考試と監察等二権を合わせて，立法・行政・司法・考試・監察の五権
分立制度を打ち出し，所謂五権分立の制度が成立したのである。孫文は次の
図表でその仕組を説明していた15）
外国憲法｛難欝懲
立法権
司法権
行政権
弾劾権
考試権
（1）孫文著　五権憲法（国父全集第六集所収）　第94以下。
　孫文著　金井寛三訳　五権憲法（改造文庫　三民主義所収）第24頁。
（2〉金井寛三訳　前掲書　第259頁。
　孫文著　三民主義　第216頁。（中央文物供応社版）。
（3〉孫文著　三民主義与中国民族え前途（国父全集　第三集所収）第16頁。
　金井寛三訳　前掲書　第251頁。
　陳鵬仁著　孫文の民権主義思想と五権憲法（3〉（現代評論第22号所収）第16頁。
（4）金井寛三訳　前掲書　第259頁以下。
（5）孫文著五権憲法（国父全集第六集）第102頁。
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5．五権分立の具体化 台湾における五権分立制
　中華民国憲法は1946年12月25日国民大会において決議され，翌年の1949年
12月25日より実施されたものである。この憲法から見る限り統治機構は孫文
が唱えた政権と治権の区分と五権分立の原則にもとづき，国民大会，総統と
5つの院が置かれている。五院は即ち行政院，立法院，司法院，考試院，監
察院である。この憲法と制度は1949年政府が中国大陸から台湾へ引揚げると
伴に現在も台湾地域において引きつづき実施されている。
　この憲法の基本原理である五権分立は，外見的には三権分立と異なるので
モンテスキューの三権分立から完全に逸脱しているように見えるが，事実上
これは三権分立の改良である。これは「立法」・「行政」・「司法」を採り入れ
ると共に古くから中国に高度に発達していた考試と弾劾の権限を行政権と立
法権から分離し，それぞれに独立の地位を賦与している。これはこの原理の
特徴を示す所であります。従って五権分立はむしろ三権分立の改良であると
　　　　　　　　　　ン　コ表現した方が適切であろっ。
　そして行政，立法，司法等は三権分立で挙げていた三権である。ここでは
考試と監察等二権を中心に検討することが目的であるので，三権については
その要点の説明に止めたい。
　　行政院　は国家の最高政機関であり院長，副院と各部会の長によって構
　　　　　成する。各部会とは内政・外交・国防・財政・教育・経済・交
　　　　　通・蒙蔵と僑務等機関である。
　　立法院　は国家の最高立法機関であり，法律・予算・戒厳・大赦・宣威
　　　　　購和・条約とその他の重要事項の議決権をもつものである。
　　司法院　は国家の最高司法機関であり，民事・刑事・行政訴訟の審判と
　　　　　公務員の懲戒，並びに憲法の解釈・法律・命令の統一解釈権を
　　　　　　もつ，ものである。
　以上が五権分立制における行政，立法と司法等三機構のアウト・ラインで
あるが，次はこの制度の特色である考試と監察等二院の組織と職権について
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探討したい。
　（1）考試院
　中華民国憲法第83条の規定により考試院は国家の最高考試機関であり，即ち全
国の重要な考試業務を掌り，国家のために優秀な人材を選抜し，確保すると
ころである。すべての考試は公開競争の原則により行なうので，公正，合理
の効果が期待出来る。
　1．考試院の組織構造　考試院は院長，副院長を各一人と考試委員19人を
設ける。これらは総統の指名，監察院の同意を経て任命するものである。監
察院は国の最高監察機関であり，各院に監督権をもつので，その任命同意権
を与え，引いて適材適所の効果と五権憲法の精神をつらぬくものである。院
長と副院長と19人の考試委員によって考試院会議を構成し，考試業務を統一
的に掌する。下に考選部と鐙叙部があり，前者は公務員，専門職業，と技術者
の考試業務を扱う。後者は公務員の登録，考績，級俸，任免，陞遷並びに奨励，保
障，撫郎，養老，退休と人事機構の管理に関する事項を掌るのである。
　2．考試院の職権　憲法第83条の規定により考試院は国家の最高考試機関
であり，考試，任用，鐙叙，考績，級俸，陞遷，保障，褒奨，撫郎，退休と
養老等事項を掌管する。
　（1）考試　は考試院の最っとも重要な職務であり，目的は試験制度を通じ
て，国家のために優秀な人材を登用することである。考試法により考試は特
種考試，普通考試，高等考試と検定考試がある。憲法86条の規定により公務
員の任用資格，専門職業と技術人員が職業につく資格はすべて考試院の選考
と鐙衡を経なければならない。最近は公職候補者の資格もこの範疇に組み入
れている　。この様な意味で公務員になる者，専務職，技術者になる者並び
公職選挙法により立候補する者まで，すべて考試院による考試又は資格認定を経
なければならないのである。この様な制度は公正，平等，合理的な方式であ
り，又私人，側近の採用が避けられるので，大いに評価すべきものである。
　（2）任用　憲法第85条「公務員の選抜は公開競争の考試制度で行ならなけ
ればならない。且つ各省地区にそれぞれ定員数を定め，地区に分けて考試を
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挙行しなければならない。考試に合格を経ないものは，任用し得ない。
　この規定は第86条の任用資格である考試と気脈が相い通じる規定である。
すなわち考試を経なければ任用して貰えない。任用するためには必らず考試
の途径を経ることである。この原則は公務員の採用を一定のチャンネルに限
定し，公平，合理の理想にかなっているといえよう。
　（3）鐙叙　被任用者の資格の鐙定し，職位を与える権限と，憲法第86条の
規定によると公務員は勿論，専門職業，と技術者の執業資格も考試院の鐙叙
を経なければならない。いわゆる専門職業は例えば弁護士，医師等，いわゆ
る専門技術人員は，航空技術者，工業危険物取扱者等，これらの職業は社会
的な公共安全，並びに公益と密切な関係があるので慎重にしなければならない。
　（4）考績・陞遷　考績とは公務員の業績に対す評価であり，各機構の長官
は所属の人員の業績を定期的に報告書を作成し，考試院の鐙叙部に送付しな
ければならないように義務づけられている。鐙叙部はその報告書にもとづき
審査する審査結果により賞罰の程度を決定し，各機関に通達しその執行に供
ずる。陞遷はその評価の結果により昇進又は転職を決めるのである。
　（5）級俸と保障　級俸とは公務員の職位の階級と給与を審査決定すること
である。保障とは一定の法的事由又は法的手続を経なければ，事務官系の公務
員の職位は常に保障される。言い換えると，事務官は違法行為，又は能力喪失
等重大事由がない限り，その職位は常に保障されるものである。
　（6）褒奨　撫郎と退休，養老，褒奨とは国家に貢献を果した人員に対し，
政府より褒賞し，その努力を讃えると共に励ますものである。撫郎は公務の
ために死亡又は在職中に死亡した公務員の遺族に対し，政府より救済金を与
えること，退休，養老は，公務員が一定の年令に達し，老遽で引き続き職務
を継続に従事出来ない時，その職位から引退し政府より退職金又は養老金を
与え，その老後の生活にあてる制度である馨）
　（2）監察院
　上に述べたように監察権は外国の弾劾権に相当するものであるが，この制
度は古くから中国に存在していた優れた制度であるので考試権と共に三権から分離
一35一
して独立の地位が与えられ，五権の一つをなしているのである。
　1．監察院の組織構造　監察院は各省市議会，蒙古，チベット地方議会及
び華僑団体より選出される。監察院は院長，副院長各1人を設ける。そり選
定は監察委員の互選による（憲法第91条，第92条）ことになっている。監察
院は行政院各部会に合わせ各委員を設け，調査と監督の任務を行なう。
　2．監察院の職権　憲法第94条から第100条の規定により各部会の業務へ
の調査権，各機関決算の審計権，重要官員の任命同意権，調査権，公務員の
弾劾権，公務員に対する糾挙権と行政機関に対す糾正権をもっものである。
　（1）各部会の職務の調査権　監察除は行政院と各部会の業務により，それ
ぞれに相応する委員会を設け，一切の施設が違法であるかいなかを調査する
権限をもっものである。
　（2）各機関の決算の審計権　審計長は各機関の決算を審査する権限をもつ
これにより予算外の不法支出，財政上の不法行為を防止する。財政上の監督
権は各国とも議会に委ねているが，現行中華民国憲法は孫文の主張に基づき，
予算の議決権を立法権に委ね，審計権を監察権に委ねている。憲法第60条の
規定により，行政院は会計年度終了後4ヶ月以内に監察院に決算を提出しな
ければならない。さらに憲法第105条の規定により，審計長は行政院が決算
を提した後3ヶ月以内，法により審査を完了し，立法院に報告しなければな
らない。すなわち監察院は政府所属機関の予算の執行，収支命令，計算と決
算，並びに財政上の不法行為に対する監督権をもつものである。
　（3）重要官員の任命同意権　各国の重要官吏の任命同意権は殆んど国家の
元首に委ねている。だが，その同意権は立法府に委ねている。これは元首が
政府重要官吏任命権の濫用を防ぐためである。憲法は五権憲法の精神に基き，
その同意権を立法院と監察院二者に委だねているのである。
　（4）監察院の調査権　監察院は中央又は地方公務員が職責失当又は違法行
為を発見し，弾劾案等を提出する前に，事実を調査，証拠を収集するため，行
政院と各部会に対し，その関係命令と文件を閲覧することが出来る。
　（5）弾劾権　監察院は中央と地方公務員が違法又は職責不当行為があった
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時，弾劾案を提出することが出来る。中央と地方公務員の弾劾案の提出は，
委員1人以上の提議，9人以上の審査と決定を経なければ提起出来ない。総
統・副総統の弾効案は全体監察委員の4分の1以上の提議，監察委員全員の
過半数の審査と決議を経て，国民大会に提出することになっている。
　（6）糾挙権　監察院は中央又は地方公務人員が，職責不当行為又は違法な
事情がある場合，糾挙案（きょきょう案）を提出することが出来る（憲法第
90条と第97条）。糾挙権は人に対するものであるが，糾正権は事に対するもの
である。監察委員は公務員の違法又は職責不当行為に当り，先ずそれを停職
し又はその他の緊急処分をしなければならないと認めた場合，書面で糾挙す
ることが出来る。これは監察委員3人以上の審査と決定を経て，監察院から
被糾挙人の主管長官又はその上級長官に送付される。その主管長官又は上級
長官は，糾挙書を受けてから，1ヶ月以内に停職又はその他の急速処分を下
すことが出来る。処分すべきでないと認めた場合は監察院にその理由を申し
述べなければならない。糾挙案が規定により処理されない，又は処理後監察
委員が不当と認めた場合，改たに弾劾案を提出することが出来る。
　（7）糾正権　以上に挙げた弾劾権と糾挙権は人に対する権限であるが，糾
正権は事にする権限である。糾正権は行政院とその所属の各部会の業務と一
切の施設を対象にしている。憲法と監察法の規定により，監察院は行政院と
その各部会の業務により，それぞれの委員を設け，一切の施設を調査し，違
法又は職責不当行為があるかいなかに注意し，各委員会の審査，決議を経て
糾正案を提出し，行政院又は関係部会に送付し，改善するよう催促する。行
政院と関係部会は糾正案を受けとった後，適切に改善，処理し，書面で監察
院に答えなければならない。若し2ヶ月過ぎても，改善又は処理した事実を
監察院に返答しない場合，監察院は質間することが出来る（書）
　　（1）鄭彦棊著　五権憲法要義　第14頁
　　（2）洪磨・姓著　中華民国憲法新論　第200頁以下。
　　　張幼農著　中国憲法與三民主義　第179頁以下。
　　（3）洪鷹娃著　前掲書　第210頁以下。
　　　張幼農著　前掲書　第188頁以下。
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6．む　す　び
　英国のロックの「統治論」，モンテスキューの「法の精神」等で唱えた権力
分立論は，近代民主政治の基本原理として，アメリカ，フランスを始め，世
界多くの国々の憲法に採り入れられ，更に実行された。この原理が民主主義
の各国の政治の安定的機能をもたらしたことは再び述べるまでもない。
　しかしながら，現実は孫文も指摘したように三権分立制の下において，政
治を司る人員の選抜，並びに政府・公務員を監督する職権は独立した機関に
よって掌るものでばないので．色んな弊害を帯びている。したがって孫文は基本
的には三権分立の機能を高く評価しているが，ただ三権分立論に対する孫文
の評価は批評的評価，又は修正的評価である。即ち孫文は権力分立制を採用
するにあたり考試権と監察権を独立した機関にしなければならないことを唱
えたのである。そして将来中国の憲法の権力分立は考試権を行政権から，監
察権を立法権から分離する，いわゆる五権分立制でなければならないと再三主
張したのである。
　思う通りこの原理は1946年に中華民国の憲法に採り入れられ，翌年の1947
年の憲法実施に伴なって，正式に政府の統治機構として結果を見せたのであ
る。その後，1949年政府が中国大陸から台湾へ引き揚げると共に，憲法とす
べての制度もことごとく台湾にうつされ，以来引き続き中華民国領土内で実施
されている。30数年来この憲法原理は台湾の政治・経済と国民生活の安定化
化の礎石になったのである。その様な意味で五権分立制の原理は大いに評価
されるべきものである。
　当然一っの制度や理論は常に完美・無欠と云う事は稀であるので，今後は
公正，合理の原則の下で必要に応じて大衆のコンセンサスを尊重しながら，
絶えまなく国民大衆の利益のためにより良く改善することは許されるべきも
のであろう。例えば監察院審計長の任命について，憲法によると総統の指名
と立法院の同意を経て任命されることになっているが，しかし審計部も監察
院の監督権の対象であるならば，この点は妥当性に欠けると言わざるを得な
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い。考試権については公務員の資格や任命に公平，且つ厳格な条件規定がある
ことは賛成出来るが，ただ最近はハイ・レベルの文科系の専門家のみならず，
理科系や技術系の専門技術者を採用するに当り，形式的な厳格規定に制約さ
れ，しばしば適切で必要な人材を正式に採用が出来ないケースが続発している。
かように制度が逆に大衆の利益に多大な支障を来たしたことも事実である。
　従って固定した概念に拘泥せず，憲法の真意の可能範囲内，又は憲法が賦
与した委任立法の範囲において，時代，環境と需要に応じて，柔軟的思考方
法により処理することも採り入れる必要があるものではなかろうか。
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